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（単位：千円、％）

 　　　（単位：％）

Ⅳ　現状及び課題

Ⅴ　見直しの方向性

Ｈ２１年度
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2,000千円　　（33.3％）

5.4

△ 11.7

△ 6.8

事　　業　　費

4,698

98.9 100.2

45.8 45.0

100.0

3,463

23,731

6,598

原子力施設写生大会、原子力施設見学
会、テレビ・ラジオ広報等

広報資料の作成・配布、原子力施設見
学会、原子力講演会の開催、番組広報
等

広報用ｶﾚﾝﾀﾞｰ製作、原子力関係資料の
収集整備、テレビ広報等

流動比率 （流動資産÷流動負債）×100

エネルギーの安定供給、地球温暖化などの環境問題などにより、原子力エネルギーの必要性は高くなっており、地域住民の原子
力発電に対する理解は更に必要となっているため、県、地元町、電力会社との連携を促進し、正しい知識の普及、安全性の確認
に努める必要があり、各機関の情報を県民と共有できるようソフト面の充実を図るとともに、コスト意識を高め一層の経費節減
に努める。

0.0

140.0

0.0借入金依存率 （長期借入金＋短期借入金）÷資産合計×100 0.0 0.0

見直しの
方向性 経営改善を行いつつ存続

現状

課題

当財団は、原子力及びその平和利用に関する知識の普及啓発を行うことにより、これらに対する認識を深め、もって原子力の平
和利用の円滑な推進に寄与するため設立されたものであり、自主事業、県及び伊方町の受託事業を通じて、広く一般県民に対し
各種広報事業を展開しているほか、原子力発電に関する広報施設として県が整備した伊方原子力広報センターを運営している。

33.1 26.6

129.0

85.0

130.6 124.3

86.0 82.1

24.8 22.4 22.0

正味財産比率 正味財産÷（負債及び正味財産）×100

管理費比率 管理費÷総支出額×100

人件費比率 人件費支出÷当期支出合計×100

25.0

収支比率 当期収入合計÷当期支出合計×100

Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

45.0

県受託事業の再委託度 県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費×100 0.0 0.0 0.0

県財政支出依存度 県からの補助金等（補助金・負担金・委託金）÷収入合計×100

8,915町受託広報事業 8,620 8,685

県受託広報事業 29,608 27,647 27,945

普及事業 3,623 4,085

Ⅱ　事業内容

主要事業名
Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度Ｈ１７年度

H20～H21
増減率(％)

設 立 目 的

基 本 財 産 6,000千円 県 出 資 額

広く県民一般に対し、原子力及びその平和利用に関する知識の普及啓発を行うことにより、これらに対する認識を深め、
もって原子力の平和利用の円滑な推進に寄与する。

事業内容

ホームペー
ジ

設 立 年 月 日

所 在 地西宇和郡伊方町湊浦1995-１ 電 話 0894-38-2036

昭和58年4月1日

http://www.netwave.or.jp/~dr-sada/

〈県出資法人改革実施計画（公益法人）〉

出 資 法 人 名（財）伊方原子力広報センター 代 表 者理事長　山下　和彦 県 所 管 課企業立地推進室

平成２２年７月１日現在

Ｈ２０年度

37.0

4,949

24,683

8,312

Ⅲ　財務関係指標

指　　標 指標の内容 Ｈ１７年度

84.0

150.0

0.0

Ⅰ　基本情報

0.0

102.0

22.0

24.0



（財）伊方原子力広報センター

１　出資法人の自主性・自律性の向上に向けた取組
（1）組織体制の見直し
（取組の内容、当該取組を行うこととした理由、取組目標等）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3

（２）経営基盤の充実・強化
（取組の内容、当該取組を行うこととした理由、取組目標等）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1,825 2,000 1,828 2,200 2,000

（３）役職員数及び給与制度の見直し
（取組の内容、当該取組を行うこととした理由、取組目標等）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3

26.0 23.0 24.8 22.0 22.4 23.0 22.0 26.0 22.0 23.0 15.0

　役員については、現在、１２名（うち常勤役員１名）が就任しているが、このうち非常勤役員は従来から無報酬となっており、今後も無報酬を継
続する。
　また、職員については、現在３名（町派遣職員１名、プロパー職員１名、臨時職員１名）が常勤しているが、事業規模・内容等に照らし合わせた
中で検討を続ける。
　なお、財団の人件費については、経営状況や事業内容等に対応して、人事・給与制度を見直すこととしており、当面は、人件費率を２５％以内に
抑える目標に対して今年度は１５%となっている。

取組指標

人件費率（％）

常勤職員数（人）

Ｈ２０年度

Ⅵ　実施計画及び実施状況

常勤役員数（人）

常勤職員数（人）

　当財団は、今年度、常勤役職員４名（役員１名、職員３名）で事業運営を行っている。
　今後、事業規模・内容等に照らし合わせた中で、効率的な組織体制を確立していくこととする。
　具体的には、事務執行の更なる効率化の検討やＯＪＴを基本にした職員の資質向上を図るとともに、行政や電力会社と密接に連携し、より一層効
果的な広報事業に取り組んでいくこととする。

取組指標 Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度（最終年度）

Ｈ２１年度（最終年度）

伊方原子力広報セン
ター入館者数

　エネルギー対策、地球温暖化等の環境問題から、原子力エネルギーの必要性が高まる中、原子力発電の安全かつ安定的な運転には、立地地域をは
じめとする県民の理解が不可欠であり、原子力発電所の運転状況等の安全性に関する情報を正確かつ分かりやすく伝える広報事業の重要性が高まっ
ている。
　このような広報事業は、その性格上、行政や電力会社と密接に連携する必要があり、今後とも、行政や電力会社からの委託料や寄付等を積極的に
活用するとともに、財団においても、事務経費を徹底的に節減し、広報事業の積極的な展開を図ることとする。

【収入増加に向けた取組み】
　当財団は、原子力発電に対する県民の理解促進を目的としており、当施設についても、受益者負担を求めるような性格のものではないため、入館
料の徴収による収入増等は検討しない。

取組指標
Ｈ２０年度 Ｈ２１年度（最終年度）

原子力広報誌の供覧
エリア（供覧市町
数）

原子力広報誌の配布
エリア（配布市町
数）

Ｈ１６年度
の状況

役員数（人）

Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度



（財）伊方原子力広報センター
２　県の関与の適正化に向けた取組
（1）財政的関与の見直し
（取組の内容、当該取組を行うこととした理由、取組目標等）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

45.1 46.0 45.8 46.0 45.0 44.0 45.0 43.0 37.0 44.0 25.0

（２）人的関与の見直し
（取組の内容、当該取組を行うこととした理由、取組目標等）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

３　経営情報等の積極的な開示に向けた取組
（取組の内容、当該取組を行うこととした理由、取組目標等）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

× × × ○ 　　○ ○ ○ ○ ○ ○ ○情報公開制度の導入

　平成１８年度から県に準じた情報公開制度を導入しており、今後とも積極的な情報開示に取り組むこととする。
　また、経営情報や当財団の事業内容等についての一層の情報開示を進める観点から、財団のホームページのコンテンツの充実等を検討する。

取組指標
Ｈ１６年度
の状況

　県の委託事業については、現在、当財団の設立趣旨・目的、事業内容に合致した、原子力発電に係る知識の普及啓発等の原子力広報事業を受託し
ている。
　今後とも立地地域をはじめとする県民の理解のもと、原子力発電所の安定的な運転を継続するためには、県民ニーズに即した情報提供は不可欠で
あり、より一層効果的・効率的な広報事業を展開するため、県と一体となり、自主事業との役割分担や効果的・効率的な事業内容の見直しを行いつ
つ、受託事業については、適正な事業規模で継続して実施する。

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度（最終年度）
取組指標

Ｈ１６年度
の状況

県財政支出依存度（％）

　当財団は、原子力及びその平和利用に関する知識の普及啓発を行うことにより、これらに対する認識を深め、もって原子力の平和利用の円滑な推
進に寄与するため、原子力に関する広報事業等を行っている公共的な財団である。
　今後とも原子力発電所の円滑な運転、安定的なエネルギー供給を継続するためには、県民理解が不可欠であり、そのためには欠かせない役割を
担っていることから、現状以上の成果を継続していく必要がある。現在、役員１２名のうち、県関係者は常勤役員１名（ＯＢ）、非常勤役員３名と
なっているが、人的関与は最小限とし、県関係者は現状の４名にとどめるものとするが、今後とも県と連携し成果につなげていく。

取組指標 Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度 Ｈ２１年度（最終年度）Ｈ２０年度Ｈ１９年度

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

Ｈ１８年度

Ｈ２１年度Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度

県関係者の役員数（人）



（財）伊方原子力広報センター
Ⅶ　財務関係指標等
１　収支計算書

（単位：千円）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

31,853 36,676 35,409 39,131 38,227 36,131 36,331 37,033 36,860 37,033 32,996
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

31,853 36,676 35,409 39,131 38,227 36,131 36,331 37,033 36,860 37,033 32,996
20,003 20,002 20,008 24,665 24,745 24,665 22,223 25,829 35,627 25,829 61,722
3 2 8 2 8 2 223 206 184 206 123
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 24,663 24,737 24,663 22,000 25,623 35,443 25,623 61,599
51,856 56,678 55,417 63,796 62,972 60,796 58,554 62,862 72,487 62,862 94,717
2,727 1,742 3,426 1,159 2,808 0 2,946 1,593 3,005 1,593 4,561
54,583 58,420 58,843 64,955 65,780 60,796 61,500 64,455 75,492 64,455 99,278
29,670 33,411 33,972 44,071 42,098 39,912 40,524 42,182 41,772 42,182 38,106
4,002 4,024 3,643 4,940 3,623 3,781 4,192 5,149 4,698 5,149 4,949
17,988 20,170 18,563 19,205 16,699 19,205 15,413 20,390 18,189 20,390 17,409
13,321 13,589 13,916 14,180 14,057 14,180 13,046 16,933 15,605 13,000 14,384
3,175 3,175 3,999 3,989 3,988 3,989 3,732 3,758 3,757 3,758 3,706
3,500 4,839 3,500 1,679 4,037 1,679 2,559 1,883 10,970 1,883 39,278
51,158 58,420 56,035 64,955 62,834 60,796 58,496 64,455 70,931 64,455 94,792
698 △ 1,742 △ 618 △ 1,159 138 0 58 △ 1,593 1,556 △ 1,593 △ 75
3,425 0 2,808 0 2,946 0 3,004 0 4,561 0 4,486
51,158 58,420 56,035 64,955 62,834 60,796 61,500 64,455 75,492 64,455 99,278
51,158 58,420 56,035 64,955 62,834 60,796 61,500 64,455 75,492 64,455 99,278
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(単位：千円）
Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 H21年度（最終年度）

実績 実績 実績 実績

58,310 56,554 57,044 53,118
59,007 55,937 60,374 54,908
△ 697 617 △ 3,330 △ 1,790
0 0 0 0
0 0 1,108 0
0 0 △ 1,108 0

△ 697 617 △ 4,438 △ 1,790
55,652 56,269 51,831 50,040
0 0 0 0
0 0 0 0

△ 697 617 △ 4,438 △ 1,790
55,652 56,269 51,831 50,040

３　貸借対照表
（単位：千円）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
12,824 12,800 11,985 12,030 15,051 12,030 13,307 12,030 13,680 12,030 15,805
723 700 457 500 718 500 731 500 1,517 500 3,184
49,390 52,890 53,541 49,390 52,705 45,890 53,264 42,390 48,336 38,890 45,737
6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
43,390 46,890 47,541 43,390 46,705 39,890 47,264 36,390 42,336 32,890 39,737
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 421 0 666 0 943

43,390 46,890 46,890 43,390 45,774 39,890 46,843 36,390 41,066 32,890 38,794
62,214 65,690 65,526 61,420 67,756 57,920 66,571 54,420 62,016 50,920 61,542
9,398 9,300 9,177 9,200 12,105 9,200 10,302 9,200 9,119 9,200 11,319
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 1,066 0 182
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 1,066 0 182
9,398 9,300 9,177 9,200 12,105 9,200 10,302 9,200 10,185 9,200 11,501
52,816 56,390 56,349 52,220 55,651 48,720 56,269 45,220 51,831 41,720 50,040

0 0
51,831 50,040

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
4,199 4,100 3,533 △ 4,659 Δ697 △ 3,500 617 △ 3,500 △ 4,438 △ 3,500 △ 1,790
62,214 65,690 65,526 61,420 67,756 57,920 66,571 54,420 62,016 50,920 61,542

一
般

経
常

収益
費用
当期増減額

経
常
外

収益

一般正味財産期末残高

内土地

正味財産

内基本金

内現金預金

内建物

内短期借入金
流動負債

指定正味財産
一般正味財産
正
味
財
産

正味財産期末残高

指
定

費用
当期増減額

自主事業収入

財産運用収入

事業収入

内自主事業支出

受託事業収入

総収入額
事業支出

当期収入合計

借入金収入

流動資産

負
債
固定負債
内長期借入金
内退職給与引当金
負債合計

内当期正味財産増加額

負債及び正味財産合計

当期支出合計

管理費支出
内人件費
内役員報酬

Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度 Ｈ２１年度（最終年度）
区　　分

Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

収
入

事業外収入

会費等収入
人件費補助金収入

内短期借入金
内長期借入金
その他収入

前期繰越額

Ｈ２０年度

Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

２　正味財産増減計算書

区　　分

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期末残高

当期正味財産増減額

当期一般正味財産増減額

収益事業支出

区　　分
Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度

支
出

次期繰越額
総支出額
公益事業支出

当期収支差額

その他支出

資
産

固定資産
基本財産
その他の固定資産

内減価償却引当預金

内その他積立預金
資産合計

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度（最終年度）



（財）伊方原子力広報センター

４　財務関係指標
（単位：％）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

45.1 46.0 45.8 46.0 45.0 44.0 45.0 43.0 37.0 44.0 25.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

101.4 97.0 98.9 98.0 100.2 100.0 100.0 98.0 102.0 100.0 100.0

26.0 23.0 24.8 22.0 22.4 23.0 22.0 26.0 22.0 23.0 15.0

35.2 35.0 33.1 30.0 26.6 32.0 25.0 32.0 24.0 32.0 18.0

84.9 86.0 86.0 85.0 82.1 84.0 85.0 83.0 84.0 82.0 81.0

136.4 138.0 130.6 131.0 124.3 131.0 129.0 131.0 150.0 131.0 140.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

５　県からの財政的関与
（単位：千円）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

24,615 26,985 26,944 30,000 29,608 27,000 27,647 27,945 27,945 24,683 24,683

24,615 26,985 26,944 30,000 29,608 27,000 27,647 27,945 27,945 24,683 24,683

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５　役職員数
（単位：人）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

3 3 3 3 3 3 3 4 4 3 3

1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 2 2 1 1 1 1 2 2 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 2 1 1 1 1 2 2 1 1

プロパー

その他

常勤役員

県ＯＢ

管理費比率

正味財産比率

人件費比率

その他

補助金・負担金（Ａ）

委託料（Ｂ）

支出額（Ａ＋Ｂ）

債務保証（損失補償）残高

区　　分

県職員

県職員

非常勤役員

流動比率

借入金依存率

Ｈ２１年度（最終年度）Ｈ１９年度 Ｈ２０年度Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度

収支比率

県受託事業の再委託度

県財政支出依存度

区　　分

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度（最終年度）

貸付金残高

Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度
区　　分

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度（最終年度）

役員

Ｈ１６年度
の状況

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度

派遣・嘱託

その他

職員

正規職員

県ＯＢ

臨時職員

プロパー

その他

県職員（派遣）

県職員（兼務）


